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一
般
会
計
の
実
質
収
支
額
は

１
億
６
、６
１
４
２
万
円

令
和
４
年
度
各
会
計
の
決
算
が
、
町
議

会
９
月
定
例
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。

令
和
４
年
度
一
般
会
計
で
は
、
歳
入
額

66
億
３
、５
４
３
万
円
、
歳
出
額
が
64
億

４
９
３
万
円
で
、
翌
年
度
へ
繰
り
越
す
べ

き
財
源
６
、９
０
８
万
円
を
差
し
引
い
た

実
質
収
支
額
は
１
億
６
、１
４
２
万
円
の

黒
字
と
な
り
ま
し
た
。

財
政
の
健
全
化
を
示
す
指
標
の
実
質
公

債
費
比
率
は
９
・
５
㌫
、
将
来
負
担
比
率

は
52
・
１
㌫
で
、
そ
れ
ぞ
れ
基
準
と
さ
れ

て
い
る
25
・
０
㌫
、
３
５
０
・
０
㌫
を
下

回
っ
て
お
り
、
当
町
の
財
政
は
「
健
全
」

と
判
断
さ
れ
て
い
ま
す
。

地
方
交
付
税
や
補
助
金
な
ど
の

依
存
財
源
は
77
・
３
㌫

皆
さ
ん
か
ら
納
め
て
い
た
だ
い
た
町
民

税
や
固
定
資
産
税
な
ど
の
自
主
財
源
は
、

15
億
５
９
６
万
円
で
歳
入
の
22
・７
㌫
で

す
。
ま
た
、
地
方
交
付
税
や
補
助
金
な
ど

の
依
存
財
源
は
51
億
２
、９
４
７
万
円
で
、

歳
入
の
77
・
３
㌫
を
占
め
て
い
ま
す
。

火
葬
場
の
大
規
模
改
修
に

２
億
５
、８
４
０
万
円

予
算
の
主
な
使
い
み
ち
に
つ
い
て
は
、

令
和
３
年
度
か
ら
２
か
年
の
継
続
事
業
と

し
て
実
施
し
て
き
た
火
葬
場
の
改
修
事
業

に
２
億
５
、８
４
０
万
円
、
緊
急
消
防
援

助
隊
出
動
時
に
も
活
用
が
可
能
な
資
機
材

搬
送
車
購
入
事
業
に
１
、１
７
７
万
円
、

消
防
団
の
小
型
動
力
ポ
ン
プ
積
載
車
購
入

事
業
に
２
、３
１
４
万
円
、
町
道
の
整
備

事
業
に
７
、４
６
９
万
円
、
除
雪
事
業
に

９
、４
８
７
万
円
、
令
和
４
年
８
月
の
豪

雨
災
害
な
ど
に
対
す
る
災
害
復
旧
事
業

（
農
地
・
農
業
用
施
設
、
林
道
施
設
、
公

共
土
木
施
設
）
に
３
億
４
、９
０
７
万
円

な
ど
と
な
っ
て
い
ま
す
。

こ
の
他
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

症
対
策
と
し
て
、
ワ
ク
チ
ン
接
種
対
策
事

業
６
、４
３
１
万
円
、
臨
時
交
付
金
を
活

用
し
た
事
業
と
し
て
、
中
小
企
業
事
業
継

続
支
援
事
業
６
、３
２
６
万
円
、
オ
ー
ル

五
城
目
生
活
応
援
商
品
券
事
業
９
、３
７

９
万
円
、
あ
っ
た
か
生
活
応
援
事
業
５
、

９
０
３
万
円
な
ど
、
経
常
経
費
の
削
減
に

努
め
な
が
ら
各
種
事
業
を
実
施
し
ま
し

た
。

各
特
別
会
計
は

黒
字
決
算

こ
の
ほ
か
、
４
つ
の
特
別
会
計
も
黒
字

決
算
と
な
り
ま
し
た
。水
道
事
業
会
計
は
、

給
水
人
口
の
減
少
な
ど
に
よ
り
、
純
損
失

の
額
は
３
、０
９
７
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

ま
た
、
令
和
３
年
度
か
ら
地
方
公
営
企

業
法
適
用
の
会
計
基
準
に
移
行
し
、
２
年

度
目
に
な
る
下
水
道
事
業
会
計
で
は
、
純

利
益
４
９
８
万
円
の
決
算
と
な
っ
て
い
ま

す
。

火
葬
場
の
整
備
や

災
害
復
旧
事
業
な
ど
に

64
億
４
９
３
万
円

健全化判断比率 決算比率 早期健全化基準
実 質 赤 字 比 率 ー 15.00㌫
連結実質赤字比率 ー 20.00㌫
実質公債費比率 9.5㌫ 25.0㌫
将 来 負 担 比 率 52.1㌫ 350.0㌫

◦実 質 赤 字 比 率　�一般会計等を対象とした実質赤字の
標準財政規模に対する比率。

◦連結実質赤字比率　�全会計を対象とした実質赤字（また
は資金不足額）の標準財政規模に対
する比率。

◦実質公債費比率　�歳入に対する負債返済の割合。
◦将 来 負 担 比 率　�一般会計等が将来負担すべき債務が

標準財政規模の何倍あるか表すもの。
　　　　　　　　　　※�実質赤字比率、連結実質赤字比率

は、赤字額が生じていないため「－
（該当なし）」の表示をしています。

令和４年度
一般会計
決算報告

令和３年度に着手した町火葬場の大規模改修工事
が完了。

水難事故や林野火災などの緊急時に用いる資機材
搬送車を１台購入。

予算の主な使いみち（令和４年度）

町税
7億5,724万円
（11.4％）

地方交付税
30億1,778万円
（45.5％）

自主財源
（22.7%）

依存財源
（77.3%）

地方譲与税
8,784万円
（1.3％）

使用料・手数料
5,514万円（0.8％）

財産収入
3,432万円（0.5％）
寄付金・繰入金など
5,073万円（0.8％）

分担金・負担金
1,315万円（0.2％）

その他
2,079万円（0.3％）

繰越金
4億4,361万円
（6.7％） 諸収入

1億5,177万円
（2.3％）

国庫支出金
8億5,694万円
（12.9％）

県支出金
3億9,138万円
（5.9％）

地方消費税交付金
2億1,634万円
（3.3％）

町債
5億3,840万円
（8.1％）

扶助費
7億2,445万円
（11.3％）

人件費
11億5,869万円
（18.0％）

普通建設事業費
5億7,579万円
（9.0％）

災害復旧事業費
3億4,907万円
（5.5％）

公債費
6億５，５１3（10.2％）

補助費等
10億3,480万円
（16.2％）

繰出金
4億1,473万円
（6.5％）

物件費
9億2,907万円
（14.5％）

維持補修費
1億8,694万円
（2.9％）

積立金
2億1,612万円

（3.4％）

投資出資貸付金
1億6,014万円

（2.5％）

義務的経費
（39.5％）

投資的経費
（14.5％）

その他
（46.0％）

一般会計の歳入一般会計の歳出

66億
3,543万円

64億
493万円

特 別 会 計 決 算
会計 歳入 歳出

国民健康保険 11億7,473万円 11億4,937万円
後期高齢者医療 1億4,167万円 1億4,143万円
介 護 保 険
保険事業勘定 20億4,918万円 18億3,039万円
介護サービス事業勘定 528万円 476万円

障害認定事業 413万円 305万円

水 道 事 業 会 計
区分 収入 支出

収 益 的 収 支 1億9,332万円 2億2,429万円
資 本 的 収 支 4,548万円 1億3,861万円

下 水 道 事 業 会 計
区分 収入 支出

収 益 的 収 支 2億8,002万円 2億7,504万円
資 本 的 収 支 1億1,122万円 2億2,145万円

▶中小企業事業継続支援事業･･･････････････････6,326万円
　コロナ禍の中、町内の商工業者に対して支援金を支給
し、事業の継続を支援しました。

▶オール五城目生活応援商品券事業････････････９,379万円
　町内の登録店で使用可能な商品券１万円分を全町民へ
配付しました。

▶資機材搬送車購入事業･･･････････････････････1,177万円
　水難事故、林野火災等または緊急消防援助隊出動時に
安全確実に大型・大量の資機材の搬送が可能な資機材搬
送車を１台購入しました。

▶火葬場改修事業･････････････････････････２億5,840万円
　平成２年度からの供用開始から30年以上が経過し、老朽
化が進む火葬場の大規模改修が完了しました。

▶災害復旧事業･･･････････････････････････３億4,907万円
　８月の豪雨災害に対する災害復旧（農地・農業用施設、林
道施設、公共土木施設）工事などを実施しました。

▶道路整備事業･･･････････････････････････････7,469万円
　町道雀舘幹線排水対策、町道五城目外環状線・町山線
の舗装改良工事などを実施しました。

▶小型動力ポンプ積載車購入事業･･･････････････2,314万円
　運用から20年が経過した消防団の小型動力ポンプ付積
載車４台を更新しました。




